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【参考資料・経営企画課作成】 

１ 下水道使用料改定の理由 

本市下水道事業は、施設の老朽化に伴う更新需要の高まりに加え、昨今の物価高騰や労

務単価の上昇などにより、更新費用等が増加している状況にあります。  

さらに、人口減少や節水機器の普及に伴う有収汚水量・下水道使用料収入の減少（図１）

により、近年増加している維持管理費用を賄うことができず、純損失（損益収支の赤字）

が発生し、経営健全性の指標である「経費回収率※」も低下し続けています（図２）。 

この状況が続くと、施設の適切な維持管理ができなくなり、市民生活への影響が懸念さ

れます。また、純損失（損益収支の赤字）への補填により、本来更新費用の財源として留

保されるべき繰越財源が無くなり、将来の施設更新ができず、事業運営そのものができな

くなります。 

そのため、施設の適切な維持管理の継続と、将来の施設更新に向けた財源の確保を目的

に、下水道使用料改定を実施します。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 下水道使用料改定の実施時期及び平均改定率 

使用料算定期間（令和８～１１年度）中に、繰越財源が無くなる見込みとなったため、

令和８年４月１日から平均改定率２５％程度で下水道使用料の改定を行います。 

改定率の計算では、公営企業として、本来経費回収率１００％を上回る使用料収入を見

込むべきですが、市民負担の急激な増加に配慮して、今回は経費回収率８０％を上回るこ

とを目標としました。この目標に基づいて算定した結果、平均改定率２５％程度が求めら

れました。 

３ 改定前後の使用料比較（主に一般家庭） 

※２か月分の税込額で試算 

※経費回収率：汚水処理に要する経費を、どの程度下水道使用料で賄えているか示す指標。 

１００％を上回ることが望ましい。 

【図１】有収汚水量と下水道使用料の推移（決算額） 【図２】本市下水道事業の経費回収率 

経費回収率＝下水道使用料÷汚水処理経費 


